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2

Ⅰ．人口



人口減少、高齢化の本格化 3

出典:平成29年版高齢社会白書
2015年までは総務省「国勢調査」、2016年は総務省「人口推計」（平成28年10月1日確定値）、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位推計）

２０４０年頃、高齢者人口
（６５歳以上）はピークへ

（約3,920万人）
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4日本の人口推移①

〇 出生数が死亡数を下回り、自然減となっている。

〇 高齢者（65歳以上）人口は2042年にピークを迎える。75歳以上人口は2054年にピークを迎える。

〇 今後、人口減少のスピードは加速し、 2040年頃には毎年100万人近くが減少する。

日本の総人口・出生数・死亡数の長期的推移 年齢区分ごとの人口増減
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第２次ベビーブーム
（1971～1974年）

２００５年

出生数と死亡数
が初めて逆転

２００８年
総人口がピークに
（１億２，８０８万人）

（千人）（万人） （千人）
団塊の世代が
75歳以上に

団塊ジュニア世
代が65歳以上に

団塊ジュニア世
代が75歳以上に

２０１６年

出生数が１００万
人を割り込む

第１次ベビーブーム
（1947～1949年）

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



1947 1965 1990 2015 2040 2060

0-14歳人口 2,757 2,517 (▲241) 2,254 (▲262) 1,595 (▲660) 1,194 (▲401) 951 (▲243)

15-64歳人口 4,678 6,693 (+2,015) 8,614 (+1,921) 7,728 (▲886) 5,978 (▲1,751) 4,793 (▲1,185)

65-74歳人口 288 431 (+143) 894 (+463) 1,708 (+814) 1,681 (▲27) 1,154 (▲528)

75歳以上人口 87 187 (+101) 599 (+411) 1,679 (+1,080) 2,239 (+561) 2,387 (+147)
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5日本の人口推移②

〇 我が国は７５歳以上人口を増加させながら、本格的な人口減少の局面を迎える。

〇 生産年齢人口、年少人口は一貫して減少し続ける。

（万人） （％）

推計人口←→将来推計人口

2013年
若年人口の割合と75歳
以上人口の割合が逆転

1997年
若年人口の割合と65歳
以上人口の割合が逆転

（万人）
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日本の人口推移

（表）日本の人口推移

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会
（第１回）」 事務局提出資料



6出生率の動向

〇 女性の年齢別出生率をみると、出生率がピークになる年齢が25歳から30歳へと高まっている。ま
た、ピーク時の年齢での出生率を１９７５年と比較すると半分程度になっている。

〇 年齢別出生率が高い年齢層の女性人口は減少傾向にある。

女性の年齢別出生率 年齢別女性人口と年齢別出生率

1947年
（70歳）

1960年
（57歳）

1975年
（42歳）

1995年
（22歳）

2005年
（12歳）

2015年
（2歳）

出生数（万人） 268 161 190 119 106 101

出生率（‰） 133.3 63.8 62.8 38.7 38.8 39.5
※ 率算出の分母人口は15～49歳女性人口。
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



7都道府県の人口増減

〇 2040年までに高齢者（65歳以上）人口が大きく増加するのは、東京都、神奈川県、愛知県、埼玉県、
大阪府、千葉県、福岡県、兵庫県など。これらの都道府県では生産年齢人口は大きく減少。

〇 全ての都道府県で、75歳以上人口が増加し、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）が減少
する。

年齢区分ごとの人口増減（都道府県別／2015→2040年累計）
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



8

※国立社会保障・人口問題研究所「地域別
将来人口の推計（H25.3推計）」から作成
なお、東京都特別区を含む。
また、同推計では、福島県内市町村は推

計がないため、表の市区町村数の合計は
1,683となる。

人口規模別・年齢区分別・人口増減

４９団体

１２３団体

１２３団体

人口規模
(2015年時点)

総人口 年少人口（万人） 生産年齢人口（万人） 65-74歳人口（万人） 75歳以上人口（万人）

2015 2040 増減 【参考】
１団体平均

【参考】
増減率(%)

2015 2040 増減 【参考】
１団体平均

【参考】
増減率(%)

2015 2040 増減 【参考】
１団体平均

【参考】
増減率(%)

2015 2040 増減 【参考】
１団体平均

【参考】
増減率(%)

2015 2040 増減 【参考】
１団体平均

【参考】
増減率(%)

100万人以上 2,012 1,836 ▲ 176 ▲ 16.0 ▲ 8.7 245 174 ▲ 71 ▲ 6.5 ▲ 29.0 1,273 1,013 ▲ 260 ▲ 23.6 ▲ 20.4 259 284 25 2.3 9.7 235 365 130 11.8 55.3

50～100万人 1,597 1,417 ▲ 180 ▲ 7.8 ▲ 11.3 199 139 ▲ 60 ▲ 2.6 ▲ 30.2 999 784 ▲ 215 ▲ 9.3 ▲ 21.5 210 221 11 0.5 5.2 189 274 85 3.7 45.0

20～50万人 2,975 2,582 ▲ 393 ▲ 4.2 ▲ 13.2 372 256 ▲ 116 ▲ 1.2 ▲ 31.2 1,840 1,419 ▲ 421 ▲ 4.5 ▲ 22.9 406 404 ▲ 2 ▲ 0.0 ▲ 0.5 357 503 146 1.6 40.9

10～20万人 2,117 1,784 ▲ 333 ▲ 2.2 ▲ 15.7 272 184 ▲ 88 ▲ 0.6 ▲ 32.4 1,283 963 ▲ 320 ▲ 2.1 ▲ 24.9 296 273 ▲ 23 ▲ 0.2 ▲ 7.8 266 364 98 0.6 36.8

3～10万人 2,721 2,212 ▲ 509 ▲ 1.0 ▲ 18.7 351 234 ▲ 117 ▲ 0.2 ▲ 33.3 1,597 1,165 ▲ 432 ▲ 0.9 ▲ 27.1 391 330 ▲ 61 ▲ 0.1 ▲ 15.6 382 483 101 0.2 26.4

1～3万人 808 590 ▲ 218 ▲ 0.5 ▲ 27.0 94 57 ▲ 37 ▲ 0.1 ▲ 39.4 452 293 ▲ 159 ▲ 0.4 ▲ 35.2 124 88 ▲ 36 ▲ 0.1 ▲ 29.0 138 152 14 0.0 10.1

1万人未満 239 158 ▲ 81 ▲ 0.2 ▲ 33.9 25 14 ▲ 11 ▲ 0.0 ▲ 44.0 126 74 ▲ 52 ▲ 0.1 ▲ 41.3 38 24 ▲ 14 ▲ 0.0 ▲ 36.8 50 46 ▲ 4 ▲ 0.0 ▲ 8.0

市区町村の将来の人口増減

2015年 2040年 増減 増減率

100万人以上 11 10 ▲ 1 ▲9.1
50～100万人 23 20 ▲ 3 ▲13.0
20～50万人 93 80 ▲ 13 ▲14.0
10～20万人 151 119 ▲ 32 ▲21.2
3～10万人 493 419 ▲ 74 ▲15.0
1～3万人 435 435 ±0 0.0
1万人未満 477 600 123 25.8

〇 人口減少に伴い、自治体の人口規模も縮小傾向が見られる。人口3万人以上の市区町村は減少
する。一方、人口規模1万人未満の市町村は25.8％増加する。

〇 年少人口・生産年齢人口は人口規模が小さいほど減少し、75歳以上人口は人口規模が大きいほ
ど増加する。

人口段階別市区町村数の変動

１団体

５団体１団体

１７団体

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



9市区町村の高齢化の推移

〇 人口規模が小さい市区町村ほど65歳以上人口割合、75歳以上人口割合が高い。

〇 2040年の都市部の高齢者の割合は、一万人未満の市町村の現在の高齢者割合と同等の水準に。
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



10市町村の人口増減（具体例）

川崎市 （指定都市、人口100万人以上） 静岡市 （指定都市、人口50万人～100万人）

〇 川崎市、西宮市、美濃加茂市では、65歳以上人口が増加し、年少人口・生産年齢人口は減少する。
〇 静岡市、福山市、日田市では、年少人口・生産年齢人口に加え、65～74歳人口も減少する。
〇 川上村（奈良県）では2040年頃には75歳以上人口も減少する。

福山市 （連携中枢都市・中核市、人口20万人～50万人）西宮市 （中核市、人口20万人～50万人）

三大都市圏 地方圏

総人口（人） 2015年 2040年

川崎市 1,468,329 1,475,587

静岡市 700,208 558,931

西宮市 491,267 467,007

福山市 457,491 389,797

日田市 67,419 49,136

美濃加茂市 56,283 56,874

川上村（奈良県） 1,388 527
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美濃加茂市 （定住自立圏中心市

人口3万人～10万人）

日田市 （定住自立圏中心市、人口3万人～10万人） 川上村（奈良県） （人口1万人未満）

市町村（具体例）の総人口の増減

市町村（具体例）の人口増減（年齢区分別寄与度） （出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料
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〇 世界の人口はアジア、アフリカを中心に１８．３億人増加。７３．８億人から９２．１億人へ。
アフリカ 11.9億人 → 21.0億人（＋ 9.1億人） 中南米 6.3億人 → 7.6億人（＋1.2億人）
アジア 44.2億人 → 51.5億人（＋ 7.3億人） 北米 3.6億人 → 4.2億人（＋0.6億人）
ヨーロッパ 7.4億人 → 7.3億人 （▲0.1億人） オセアニア 0.4億人 → 0.5億人（＋0.1億人）

〇 アジア全体では人口は増加するが、中国は人口減少に転じ、人口最大の国はインドに。

〇 世界の人口に占める日本の割合は年々低下。 １.７％（１０位） → １.３％ （１５位）

11世界の人口推移（２０１５年→２０４０年）

世界の人口推移 主な国の人口増減
（※2040年時点での人口上位７カ国＋日本（15位））
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料
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12世界の高齢化率の推移

世界の高齢化率の推移（欧米） 世界の高齢化率の推移（アジア）

〇 欧米諸国と比較すると、我が国の高齢化率は80年代までは下位、90年代はほぼ中位。今世紀に
入って最も高い水準となった。米国、スウェーデン、英国、フランスは、2040年でも20％台にとどまる
見込み。

〇 アジア諸国では、韓国、シンガポール、タイ、中国などで、今後、我が国を上回るスピードで高齢化
が進むことが見込まれている。他方、インド、インドネシア、フィリピンは2040年においても10％前後。
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



13世界各国の人口オーナス期入り

〇 日本、欧米諸国、中国、シンガポールは、2015年時点で、既に生産年齢人口比率が低下する人口
オーナス期に入っている。

〇 東アジア諸国も生産年齢人口割合が急速に低下する。一方、フィリピン、インドなど今世紀中盤
まで生産年齢人口割合が上昇を続ける国も。
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（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



14各国の合計特殊出生率の推移
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〇 欧米では、60年代までは、2.0以上の水準であったが、70年代、全体として低下傾向となった。90年頃
からは、フランス、スウェーデン、イギリスなどでは合計特殊出生率が回復。他方、イタリア、ドイツは
依然1.5を下回っている。

〇 アジアでも、台湾、香港、シンガポール、韓国、タイは人口置換水準を下回る水準になっている。

（出生率） （出生率）

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



15各国の合計特殊出生率の推移

「緩少子化」国（フランス、スウェーデン、アメリカ、イギリス）の年齢別出生率 「超少子化」国（イタリア、日本、ドイツ）の年齢別出生率

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



16

Ⅱ．産業・地域



経済成長シナリオ （内閣府の報告） 17

 現状のままでは、2040年代以降マイナス成長になる見通し。

実質GDP成長率の見通し

（出典）内閣府「選択する未来－人口推計から見えてくる未来像－」（「選択する未来」委員会報告 解説・資料集）

（参考）人口及び生産性に関するシナリオ



地域経済の将来推計（2030年） ～労働生産性一定～ 18

（出典）経済産業省「平成26年度総合調査研究 （地域経済の将来動向分析に関する調査研究）」（平成25年２月）より



地域経済の将来推計（2030年） ～経済成長を加味～ 19

（出典）経済産業省「平成26年度総合調査研究 （地域経済の将来動向分析に関する調査研究）」（平成25年２月）より



2020年東京オリパラ大会の反動減の影響 20

オリンピック開催の実質GDP押し上げ効果

東京オリンピック開催の経済効果（イメージ）

建設投資のブーム・アンド・バストによる景気の大きな振幅
を回避するためには、息の長い観光客誘致策に加え、規
制緩和をはじめとする各種の成長力強化に向けた取組を
通じて、新規需要を掘り起こしていく必要がある

（出典）日本銀行調査統計局「2020年東京オリンピックの経済効果」（平成27年12月）より



21日本と米国のGDPの推移（1996年→2016年）

＜注記＞
SNA(国民経済計算マニュアル)に基づいたデータ

＜出典＞
IMF - World Economic Outlook Databases (2017年10月版)

 「インターネット」などのＩＴ革命を経験した日米両国において、GDPの成長率に歴然とした差が生じている。

http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28


22世界経済の動き

〇 世界の経済成長率は2010年をピークに低下傾向。中国経済の世界経済成長への寄与は３割近く
に拡大しており、中国経済の動向が各国経済に影響。

〇 2030年に向け、世界経済の中心が、欧米から中国・インドなどのアジアへ移行する見込み。

寄与度別にみた世界の実質経済成長率 世界経済に占める各国シェア（実質2005年ドルベース）

（出典）総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」事務局提出資料



23グローバル企業の台頭

 ICTの世界でプラットフォームをグローバルに展開する企業が急成長。

（出典）経済産業省産業構造審議会第７回新産業構造部会（平成28年３月29日） 経済産業省資料より



24グローバル競争への遅れ

 日本でデジタルプラットフォームを提供する主要企業もグローバル競争からは取り残されている状況。

（出典）経済産業省産業構造審議会第７回新産業構造部会（平成28年３月29日） 経済産業省資料より

日本と米国の主要ＩＣＴ企業の売上高・雇用の比較



ＩＣＴ分野の国際競争力ランキング①
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10 日本 10位

0位

5位

10位

15位

20位

25位

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 （参考）2016年ランキング
1位 シンガポール
2位 フィンランド
3位 スウェーデン
4位 ノルウェー
5位 米国
6位 オランダ
7位 スイス
8位 英国
9位 ルクセンブルク

10位 日本

出典：World Economic Forum The Global Information Technology Report 各年版
https://www.weforum.org/reports/the-global-information-technology-report-2016/

日本の順位が急上昇した
要因分析は次頁

25



ＩＣＴ分野の国際競争力ランキング②

8
9

7 7

米国, 5位

10

7

9
8 英国, 8位

12
11

10

12
韓国, 13位

18

21

16

10 日本, 10位

0位

5位

10位

15位

20位

25位

2012 2013 2014 2015 2016

出典：World Economic Forum The Global Information Technology Report 各年版

 2016年の日本の「ICT分野の国際競争力ランキング」(総合ランキング)は、前年に引き続き10位。
項目別では、ビジネスのICT利用(3位)、政府のICT利用(7位)が高い。

 2013年から15年にかけて、日本の総合ランキングは21位から10位まで上昇。主な要因は下記①・②のとおり。

2014-15の順位上昇の要因は、

・ビジネスでのインターネット利用［4位→2位］

・個人のインターネット利用［24位→12位］

・政府のICT利用［27位→7位］

2014-15の順位上昇の要因は、

・ビジネスでのインターネット利用［4位→2位］

・個人のインターネット利用［24位→12位］

・政府のICT利用［27位→7位］

【② 2014-15の順位上昇の要因】

・ビジネスのICT利用［4位→2位］

・政府のICT利用［27位→7位］

・個人のICT利用［24位→12位］
World Economic Forum The Global Information Technology Report 2015 より

【① 2013-14の順位上昇の要因】

・スタッフの訓練・能力開発への投資［5位→4位］

・ICTの社会への影響［31位→23位］

・イノベーションの促進［50位→37位］
World Economic Forum The Global Information Technology Report 2014 より

①

②

（参考）WEFのICT国際競争力ランキングは、下記の項目別に得点化し総合ランキングを算出。
赤字は上記の順位上昇の要因にて言及した項目

大項目 中項目 小項目

A 環境
1.政治・規制環境 知的財産の保護、契約締結に必要な手続数等

2.ビジネス・イノベーション環
境

最新技術の利用、起業に必要な手続数等

B 競争力
3.インフラ モバイルネットワークカバレッジ、セキュアなインターネットサービス等

4.値頃感 固定ブロードバンド回線の料金、インターネット・電話の競争等

5.スキル 教育システムの質、数学・科学教育の質等

C 利用

6.個人のICT利用 携帯電話の加入率、個人のインターネット利用率等

7.ビジネスのICT利用
企業対企業のインターネット利用、企業対消費者のインターネットネット利
用、
スタッフの訓練・能力開発への投資等

8.政府のICT利用 政府ビジョンにおけるICTの重要性、政府のオンラインサービス等

D 影響
9.経済への影響 新サービス・製品へのICTのインパクト、イノベーションの促進等

10.ICTの社会への影響 ICTによる医療・教育・金融等へのアクセス、政府のサイトの質・有用性等

26

ＩＣＴ分野の国際競争力ランキング② 26



世界市場における日本企業のシェア 27

（出典）総務省「IoT国際競争力指標」



市場シェアの比較（日本・米国・独国・中国） 28

（出典）総務省「IoT国際競争力指標」



29中小企業の経営が直面する課題

（出典）未来投資会議構造改革徹底推進会合 「地域経済・インフラ」会合（平成29年10月12日） 経済産業省資料より



30地域の金融が直面する課題

（出典）日本銀行金融機構局「人口減少に立ち向かう地域金融-地域金融機関の経営環境と課題-」（平成27年５月）より

都道府県別の人口増減率と
中小企業・個人向け貸出の伸び率

 人口減少やこれに基づく地域経済や貯蓄率への下押し圧力は、地方での資金需要や個人預金の伸びを縮減
 地域金融機関は、①地域経済の下支えや活性化への貢献、②金融サービスの付加価値と効率性向上により、い

かに収益源の拡大・多様化につなげていくかが課題。

都道府県別の人口増減率と
個人預金の増減率

逆風に立ち向かう地域金融機関～業務運営面での取組～
Ⅰ 地域の産業・企業の活力向上に向けた金融支援力強化

（①観光、農業等の地域資源の発掘・活用、②域外・海外の需要開拓、③地域社会のニーズに応える財・サービスの提供等）

Ⅱ 事業領域の拡充や新たな金融ニーズの掘り起こし
Ⅲ 情報技術の活用等による業務革新やコスト構造の見直し
Ⅳ 資産負債管理（ALM）や有価証券運用の高度化



医療・介護需要の増加

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

 2015年から2040年にかけて、入院ニーズ（１日当たり）が30万人増、うち東京圏だけで11万人増。
 介護サービス利用者は、313万人増、うち東京圏だけで101万人増。

31

+30万人

+11万人

+313万人

+101万人



32都市部で深刻化する医療資源不足

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

 全国平均を1.0とすると、埼玉県、千葉県、神奈川県の二次医療圏はほとんどが0.6～0.8 程度にとどまり、東京
圏での医療資源不足が深刻に。



33都市部で深刻化する介護資源不足

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

 2025年には東京圏での介護施設等の収容能力が不足。2040年にはその不足がより深刻に。



34医療・介護人材の不足（東京圏）

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より



35一人暮らしの高齢者の増加

 一人暮らしの高齢者は年々増加傾向。2035年には約760万人（高齢者人口に占める割合は男性16.3％、女
性23.4％）まで増加。

出典：平成29年版高齢社会白書



36買い物難民の増加

出典：農林水産政策研究所「食料品アクセス問題と高齢者の健康」（平成26年10月）より

 生鮮食料品販売店舗へのアクセスに困難が想定される人口は、2010 年の382 万人から2025 年には598 
万人に56.4 ％増加すると推計。



37空き家数の推移

 2033年には全国で2,147万戸が空き家（総住宅数の30.2％）になる見込み。

出典：野村総合研究所公表資料（平成27年６月22日）より



38所有者不明土地の増加と経済損失①

出典：所有者不明土地問題研究会「所有者不明土地の面積の将来推計及び経済的損失（速報値）」（平成2９年10月26日）より



39所有者不明土地の増加と経済損失②

出典：所有者不明土地問題研究会「所有者不明土地の面積の将来推計及び経済的損失（速報値）」（平成2９年10月26日）より



40遊休資産の増大

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



シェアリングエコノミーの事例 41

民泊サービス（Airbnb） シェアバイクサービス（ミナポート）

場所の貸し借り（スペースマーケット） 駐車スペースのマッチング（akippa）

出典：総務省 平成２８年版情報通信白書



42シェアリングエコノミーの市場規模

出典：総務省 平成２８年版情報通信白書

〇 シェアリングエコノミーは個人や社会に対する新たな価値の提供と共に、遊休資産の有効利用・
社会課題解決への寄与が期待され、国内の市場規模も拡大傾向。

〇 シェアリングエコノミーの国内市場規模は、2015 年度に約285 億円であったが、2020年までに
600億円まで拡大される見込み。
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主な情報通信メディアの普及までにかかる期間 44

3

5

13

15

19

24

76
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スマートフォン

インターネット

パソコン

携帯・自動車電話

ファクシミリ

ポケットベル

電話

（年）

世帯普及率10%達成までの所要年数

総務省「平成11年版通信白書」・総務省「通信利用動向調査」を元に作成



総務省「平成26年版情報通信白書」等から作成

2010 2015 202020052000

有線のスピードは20年で 約156万倍

45通信速度（有線）

1995

FTTH
10Gbps

FTTH
1Gbps

FTTH
200Mbps

ADSL
24Mbps

ADSL
1.5MbpsISDN

64kbps



出典：総務省 平成27年版 情報通信白書

無線のスピードは40年で 約100万倍

今後の本格的なIoT時代に向け、新しい技術LPWA(Low Power Wide Area)の開発も。
・ 送受信速度を抑えて消費電力を抑制（単三電池２本で10年以上）
・ 免許不要

46通信速度（無線）



携帯電話等の高度化の進展

スピード（情報量）

第１世代

（1980年代）

第２世代

（1993年（平成5年）～）

第３世代（ＩＭＴ） 第４世代
（IMT-Advanced）

（2014年（平成26年）～）
３世代

（2001年（平成13年）～）
３.５世代

（2006年（平成18年）～）
３.９世代

（2010年（平成22年）～）

数kbps 384kbps 14Mbps 100Mbps

主なサービス

通信方式

備考

動画

高速移動時 100Mbps
低速移動時 1Gbps
（光ファイバと同等）

CDMA2000

W-CDMA

EV-DO

HSPA
① LTE-Advanced

GSM（欧州）

PDC（日本）

cdmaOne（北米）

各国毎に別々の方式
（アナログ）

11Mbps 54Mbps 300Mbps 1Gbps
超高速

無線ＬＡＮ

ソフトバンクモバイルへ割当て
（平成24.7～サービス開始）

900MHz帯

700MHz帯

イー・アクセス、NTTドコモ、
KDDIグループへ割当て

（平成27.5～サービス開始）

１．携帯電話

２．その他
100Mbps

（※）ＢＷＡ （Broadband Wireless Access System）
広帯域移動無線アクセスシステム

② Wireless MAN-
Advanced

音声 メール
インターネット接続

音楽、ゲーム、映像配信

各国毎に別々の方式
（デジタル）

平成24年7月に終了

通信方式

スピード（情報量）

無線アクセス 【屋外等の比較的広いエリアで、モバイルＰＣ等でインターネット等が利用可能】

無線LAN（Wi-Fi） 【家庭内など比較的狭いエリアで、モバイルＰＣ等でインターネット等が利用可能】

（※）Long Term Evolution 

高度化BWA
2011年（平成23年）～

WiMAX、XGP

20～40Mbps

ＢＷＡ（※）

（2009年（平成21年）～）
WiMAX2+、AXGP

100Mbps～

平成２４年１月、国際電
気通信連合（ITU）におい
て２方式の標準化が完了

3.5GHz帯

NTTドコモ、KDDIグループ、ソフ
トバンクモバイルへ割当て
（平成28.6～サービス開始）

LTE（※）
【 世界標準方式（デジタル） 】

47



地
上
基
幹
放
送

衛
星
放
送

衛
星

基
幹
放
送

衛
星

一
般
放
送

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ

ビ
ジ
ョ
ン
放
送

デジタル放送開始(2003年12月) ▲

1930年

▲
白黒開始
(1953年)

▲ ▲
多重放送開始
（音声：1982年）
（文字：1985年）

▲
カラー開始

(1960年)

▲
放送開始
(1989年)
デジタル放送開始(2000年12月)▲

デジタル放送開始(1996年6月) ▲

▲
データ多重開始
(1996年)

▲
放送開始
(1955年)

▲
自主放送開始
(1963年）

▲
短波開始

(1952年）

実用化試験放送の開始（2003年10月) ▲

音声放送
▲
中波開始

(1925年）

▲テレビ放送終了(1998年9月）

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

デジタル放送開始(1998年7月) ▲

1950年 1970年 1990年

デジタル放送

アナログ放送

▲
超短波開始
(1969年）

デジタル放送

テレビジョン放送

アナログ放送

デジタル放送

アナログ放送

デジタル放送

アナログ放送

デジタル放送

2000年 2010年

※岩手、宮城、福島は2012年3月

▲放送開始
(1992年4月）

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

４Ｋ実用放送開始(2015年12月) ▲

デジアナ変換

デジアナ変換終了(2015年3月（一部４月）) ▲

４Ｋ実用放送開始(2015年3月) ▲

我が国の放送メディアの進展

４Ｋ試験放送開始(2016年) ▲
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49ソーシャルメディアの歴史

2000年 2005年 2010年 2015年

2004.2
mixi開設

2006.9
Facebook一般解放

2006.7
Twitter開設

2010.10
Instagram開設

2011.6
Google+開設

2011.6 LINE開設

2011.1
微信（WeChat）開設
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SNS利用者

SNS情報発信者

出典：インプレスR＆D「ソーシャルメディア調査報告書2012」

SNS利用者はたった5年で 人口の半数に

2.5倍

単位：千人

50ソーシャルネットワーキングサービスの普及



第4次産業革命とSociety 5.0の実現

第4次産業革命に係る主要国の取組等

各産業革命の特徴

世界経済フォーラム（WEF）
による産業革命の定義

激増するデータ流通）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

ドイツ
Industrie 4.0

イギリス
Catapult centers

ベルギー
Intelligent factories clusters

日本
日本再興戦略、
ロボット新戦略

フランス
Industry of 
the Future

米国
Advanced 

Manufacturing 
Partnership 2.0

イタリア
Intelligent factories clusters

中国
Made in China 

2025

韓国
Manufacturing 
Innovation 3.0

WEF-ダボス会議
議題：

第4次産業革命

● IoT化によりビッグデータ収集が低コストで可能となり、第４次産業革命が進行中。

● 第４次産業革命を通じ、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く人類史上5番目の新しい社会であり、
新しい価値やサービスが次々と創出され、人々に豊かさをもたらす「Society 5.0」の実現が課題。

51

出典：総務省 平成29年版情報通信白書 等

（出典） IDC’s Digitｚal Universe, The Digital Universe Opportunities: Rich Data and the 
Increasing Value of the Internet of Things Sponsored by EMC(2014年4月)等により作成



情報通信産業のIoT化

世界のIoTデバイス数とスマホ出荷台数の推移及び予測
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億個百万台
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● IoT関連市場は、既存のICT関連機器と比べ、市場規模こそ大きくはないが、市場成長率が高い。

● スマートフォン出荷台数の伸びは鈍化。他方で「モノ」がインターネットにつながるIoTデバイス数が急増し、
2020年時点で300億個に達する見込み。

出典：総務省 平成29年版情報通信白書

世界の市場規模と市場成長率

-10%

0%
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0 100 200 300 400 500 600

市
場
成
長
率
（CA

G
R

：2014

年→
2015

年
）

市場規模（2015年）

ネットワーク機器
情報端末

家電・OA機器

半導体

クラウド

スマート工場

ヘルスケア

コネクテッドカー

スマートシティ

IoT関連

単位：10億ドル

既存のICT関連機器と比べ、
市場規模こそ大きくはないが、

市場成長率が高い。



IoT時代のサイバー攻撃の増加と「IoTセキュリティ総合対策」 （平成29年10月３日総務省公表）

〇IoT機器を踏み台にした大規模攻撃が発生

〇IoT機器を狙った攻撃が急増

〇IoT機器の幾何級数的な増加

・2016年10月21日米国のDyn社の
DNSサーバーに対し、大規模な
DDoS攻撃が２回発生。

・同社からDNSサービスの提供を
受けていた企業のサービスに
アクセスしにくくなる等の障害が発生。

・サイバー攻撃の元は、「Mirai」という
マルウェアに感染した大量のIoT機器。

IoT機器を狙った攻撃
（Webカメラ、ルータ等）

64％

がIoTを狙っている！

観測された全サイバー攻撃
1,281億パケットのうち、

・ 2016年時点でIoT機器の数は
173億個と推定。
2021年までに349億個まで倍増
の見込み。

・ うち、約４割が消費者向け。

（出典）IHS Technology

半年に１度を目途としつつ、必要に応じて検証
（関係府省と連携）

現状 対策

脆弱性対策に係る体制の整備
IoTセキュリティ総合対策

・ IoT機器の脆弱性についてライフサイクル全体（設計・製造、販売、
設置、運用・保守、利用）を見通した対策が必要。

・ 脆弱性調査の実施等のための体制整備が必要。

・ セキュリティ運用の知見を
情報共有し、ニーズにあった
研究開発を促進。

・ 民間企業等のサイバーセキュリ
ティに係る投資を促進。

・ サイバー攻撃の被害及びその
拡大防止のための、攻撃・脅威
情報の共有の促進。

・ 圧倒的にセキュリティ人材が
不足する中、実践的サイバー
防御演習等を推進。

・ 二国間及び多国間の枠組み
の中での情報共有やルール
作り、人材育成、研究開発を
推進。

研究開発の推進 民間企業等における
セキュリティ対策の促進

人材育成の強化 国際連携の推進
１年間で観測されたサイバー攻撃のパケット数

２
３
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第１次ブーム～探索・推論の時代
1956～1960年代

第２次ブーム～知識表現の時代
1980～1990年代

世界初のコンピュータENIAC(1946年)

「人工知能」という言葉の出現＠ダートマスの夏期研究会(1956年)

冬の時代

冬の時代
現在～機械学習・表現学習の時代
2010年代～

出典：「人工知能の未来-ディープラーニングの先にあるもの」松尾豊氏（東京大学）、「人工知能が拓く新たな情報社会」神田武氏（ＮＴＴデータ経営研究所）の資料を基に作成

・電王戦で人工知能が米長邦雄永世棋聖に勝利
・Googleがディープラーニング技術を活用しAIに「猫」を認識
・コンピュータによる物体認識の精度を競う国際コンテストILSVRC
（ImageNet Large Scale Visual Recognition Challenge）で
ディープ・ラーニングが圧勝（2012年）

ワトソン(IBM)がクイズ番組で勝利(2011年)

Deep Blue(IBM)がチェスで勝利(1997年)

アラン・チューリング
によって「人工知能
の概念」提唱(1947年)

Geoffrey Hinton氏（カナダ、トロント大学）らの研究グループが
ディープ・ラーニングを考察(2006年)

福島邦彦氏による脳科学研究に基づく
ネオコグニトロン（※）の発表 (1979年)

深層強化学習に基づく囲碁ソフト
「AlphaGo」が欧州チャンピオンの
プロ棋士に勝利 (2016年)

・ウェブとビッグデータの発展
・計算機性能の飛躍的向上

・専門家の意思決定を再現する「エキスパートシステム」の出現。
人の知識・常識を網羅的に記述、管理することの困難さが判明。

※視覚パターン認識に関する階層型神経回路モデル。
畳み込みニューラルネットワーク（CNN）の原型。

「人工知能(AI)」の原型が生まれる。
当時のAIでは極めて簡略化された問題しか解けないことが判明。

人工知能の進化と研究開発の変遷 54



人工知能の進化（2000年以降） 55

 人工知能は、ディープラーニングの開発を契機に、飛躍的な進化を遂げている。
 レイ・カーツワイル氏は、2045年にシンギュラリティ（AIが人類の知性を上回ること）の実現を予測している。

2017年

SINGURALITY
（技術的特異点）

2006年

ヒントンらが
ディープラーニングを
考察

2045年

棋譜なしに人間を超える能力を持つ
囲碁ソフトAlpha Go Zero の実現

2012年

2016年

囲碁ソフトAlpha Go が
韓国トッププロに勝利

ディープラーニングで
AI自らが「猫」の特
徴を識別する機能
を飛躍的に高めた

・ 計算機性能の飛躍的向上
(GPGPU(※)など)

・ 絶え間ない技術革新
⇒学習によりパターン認識向上

【参考】 ムーアの法則に基づく計算機性能向上予測

人工知能、遺伝子工学、ナノテクによる新
素材の開発等の発展に伴う「生命と融合し
た人工知能」の実現 カーツワイルの予測

(Google社技術責任者)

(※) GPGPU （General-Purpose computing on     
Graphics Processing Units）

： GPU（画像処理に特化した並列処理装置）を

画像処理以外でも利用可能にした演算装置。



行動予測
異常検知

環境変化に
ロバストな
自律的行動

文脈にあわせて
「優しく触る」
「持ち上げる」技術

言語理解

大規模知識理解

① ② ④③ ⑤ ⑥

画像による診断
広告

防犯・監視
セキュリティ
マーケティング

自動運転
物流・建設
農業の自動化
製造の効率化

介護
調理・掃除

翻訳
海外向けEC

教育
秘書
ホワイトカラー支援

2014 2020 2025
米国・カナダがリード

2030

？

画像認識の
精度向上

2007

Deep LearningをベースとするAIの技術的発展

コンピュータができて以来
初めて「画像認識」ができる

ロボット・機械に
熟練した動きができる

文の「意味」が分かる
（文と映像の相互変換ができる）

認識

運動の習熟

言葉の意味理解

画像認識 マルチモーダルな
認識

ロボティクス インタラクション シンボル
グラウンディング

知識獲得

人工知能技術の発展と社会への影響 56

出典：情報通信審議会 情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会 人づくりWG（第１回）松尾構成員プレゼン資料



出典：「「AIが人類を超える」どころじゃない！ こんなに凄い「シンギュラリティ」の衝撃」齋藤和紀氏（エクスポネンシャル・ジャパン共同代表）の寄稿記事を基に作成

シンギュラリティの概念 57

レイ・カーツワイル氏（米国の発明家・未来学者）が2005年に発表した著作『The Singularity is Near』で提唱した

概念。

人類が人工知能と融合し、生物学的な思考速度の限界を超越することで、現在の人類からして、人類の進化

速度が無限大に到達したように見える瞬間に到達すること（「人工知能が人間の能力を超える」）。

ＡＩをはじめとするコンピュータ技術だけ
でなく、生命科学やナノテクノロジー、
ロボット工学など、あらゆる分野の科学
技術がエクスポネンシャルに進化した
結果、それらの科学技術が自ら、自身
より優れた科学技術をつくり出す特異
点（シンギュラリティ）が到来すると予測
している。

2045年
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【参考】内閣府経

済再生シナリオ,
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16年 20年 25年 30年

（兆円） 経済成長シナリオ

132兆円
（+39％）

年平均
成長率
+2.4％

年平均
成長率
+0.9％

項目 16年 20年 25年 30年

経済成長
シナリオ

実質GDP 100 109 122 139

実質ICT投入 100 139 197 285

ベース
シナリオ

実質GDP 100 105 109 114

実質ICT投入 100 114 129 146

実質GDPの伸び

● 内閣府試算
年に2回「中長期の経済財政に関する試算」を経済
財政諮問会議に提出。2025年までの間「経済再生」
と「ベースライン」の2つのシナリオを置いている。

・経済再生：中長期的に経済成長率が実質2%、名
目3%以上になると想定。

・ベースライン：経済が足元の潜在成長率並みで推
移し、中長期的に経済成長率は実質1%
弱、名目1%半ば程度になると想定

● 情報通信白書における試算
内閣府試算を参考にしつつ、IoT化と企業改革を

前提とした独自試算を実施。

・経済成長シナリオ： IoT化や企業改革が進展する
ことで、企業の生産性向上や新
商品・新サービスによる需要創
出の発現時期が早まり、ベース
シナリオから各種変数が変化
すると想定。

● ＩｏＴやＡＩが経済成長に結びつくには、供給面ではＩｏＴ・ＡＩ関連の投資やサービス投入などのＩｏＴ化、そして、
社内・外での業務改革、人材面の対応・投資、知的財産投資などの企業改革の両方が不可欠。

● ＩｏＴ化と企業改革などとが進展した場合、需要創出ともあいまって、2030年の実質ＧＤＰは132兆円押し上げ
られ、725兆円に。

2030年までの経済成長シナリオ（情報通信白書） 58

出典：総務省平成29年版情報通信白書



2030年までの経済成長シナリオ（産業構造審議会） 59

出典：産業構造審議会新産業構造部会「新産業構造ビジョン」（平成29年５月30日）より



ＩｏＴ分野の市場予測

出典：McKinsey Global Institute analysis “THE INTERNET OF THINGS: MAPPING THE VALUE BEYOND THE HYPE 2015

疾病のモニタリング、管理や健康増進

エネルギーマネジメント、安全やセキュリティ、家事
自動化、機器の利用に応じたデザイン

自動会計、配置最適化、スマートCRM、店舗内
個人化プロモーション、在庫ロス防止

組織の再設計と労働者モニタリング、拡張現実ト
レーニング、エネルギーモニタリング、ビルセキュリティ

オペレーション最適化、予測的メンテナンス、在庫
最適化、健康と安全

オペレーション最適化、機器メンテナンス、健康と安
全、IoTを活用したR&D

状態に基づくメンテナンス、割引保険

公共の安全と健康、交通コントロール、資源管理

配送ルート計画、自動運転車、ナビゲーション

ウェアラブル

家

小売り

オフィス

工場

作業現場

車

都市

建物外

IoTへのニーズ利用シーン
• 患者や高齢者のバイタル等管理、治療オプションの最適化
• 医療機関/診察管理（遠隔治療、サプライチェーン最適化等）
• 創薬や診断支援等の研究活動

• 宅内の配線、ネットワークアクセス、HEMS等の管理
• 家庭の安全＆火災警報、高齢者／子供等の見守り
• 宅内の温度／照明調節、電化製品／エンタメ関連の自動運転

• サプライチェーンの可視化、顧客＆製品情報の収集、在庫管理の改善、エネルギー消費
の低減、資産とセキュリティの追跡を可能とするネットワーキングシステム及びデバイスの提供

• 自動監視・制御（HVAC、照明、防災＆防犯、入退出管理 等）
• オフィス関連機器（コピー機、プリンタ、FAX、PBXの遠隔監視、IT/データセンタ、イントラ
の機器類）の監視・管理

• インフラ／サプライチェーン管理、製造工程管理、稼働パフォーマンス管理、配送管理、
バージョン管理、位置分析等

• エネルギー源となる資源（石油、ガス等）の採掘、運搬等に係る管理の高度化
• 鉱業、灌漑、農林業等における資源の自動化

• 自動車、トラック、トレーラー等の管理（車両テレマティクス、ナビゲーション、車両診断、盗
難車両救出、サプライチェーン統合等、追跡システム、モバイル通信等）

• 電力需給管理（発送電設備、再生可能エネルギー、メータ等）
• 旅客情報サービス、道路課金システム、駐車システム、渋滞課金システム等主に都市部に
おける交通システム管理の高度化

• 公共インフラ：氾濫原、水処理プラント、気候関連等の環境モニタリング等
• 飛行機、船舶、コンテナ等非車両を対象とした輸送管理
• 追跡システム：人（孤独な労働者、仮出所者）、動物、配送、郵便、食（生産者⇒
消費者）、手荷物等のトレーシング

• 監視：CCTV、高速カメラ、軍事関係のセキュリティ、レーダー／衛星等

ソリューション例

IoT分野の経済効果は、2025年には世界で都市や工場を中心として、最大で1,336兆円程度と推定されている

2025年経済効果
（単位：兆円）
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ＡＩ関連の市場予測 61

出典：産業構造審議会第５回新産業構造部会（平成28年１月25日）資料より



国内のドローンビジネス市場規模予測 62

（出典）ドローンビジネス調査報告書2017（インプレス総合研究所）

※1ドローンビジネスの市場規模は、「機体」と「サービス」と「周辺サービス」の3つで構成される。
※2機体市場は、業務用（固定翼及び回転翼）の完成品機体の国内での販売金額。軍事用は含まない。
※3サービス市場は、ドローンを活用した業務の提供企業の売上額。ただし、ソリューションの一部分でのみドローンが活用される場合は、その部分のみの売上を推計。
※4公共団体や自社保有のドローンを活用する場合は、外部企業に委託した場合を想定し推計。
※5周辺サービス市場は、バッテリー等の消耗品の販売額、定期メンテナンス費用、人材育成や任意保険の市場規模。



ドローンサービス市場の分野別市場規模 63

（出典）ドローンビジネス調査報告書2017（インプレス総合研究所）



64

Ⅳ．雇用・労働



労働市場の現況 65

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



国内の人手不足の現状 66

（出典）東洋経済オンライン（平成２９年７月２６日）より

〇 平成29年10月の有効求人倍率は1.55倍（前月比＋0.03ポイント）。1974年１月以来43年９か月ぶり
の高水準。

〇 足元の人手不足による倒産件数は4年前の2.9倍に増加。

（出典）厚生労働省「一般職業紹介の状況について」（平成２９年12月１日）



国内の労働力人口の見通し 67

〇 2016年の労働力人口は6,648万人、労働力率は60％であるが、2040年には5,268万人（▲1,380万
人）、労働力率は53.2％（▲6.8ポイント）に低下するなど、長期低下傾向。

（出典）みずほ総合研究所・みずほインサイト（平成２９年５月３１日）より



労働需給の推計結果 68

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



労働需給の推計結果（産業別） 69

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



労働需給のギャップ解消①労働生産性 70

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



労働需給のギャップ解消②女性活躍 71

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



労働需給のギャップ解消③高齢者 72

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



労働需給のギャップ解消④外国人 73

出典：パーソル総合研究所「労働市場の未来推計」（平成28年６月17日）より



ＩＣＴ人材の不足 74

（出典）総務省 情報通信審議会「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方について」第二次中間答申（平成２８年７月７日）

〇 日本のICT人材は、米国等と比較して質・量ともに不足しているとともに、ユーザ企業よりもICT企
業に多く偏在している。

〇 グローバルに競争するIoT時代を迎え、今後10年間（～2025年）で、ICT企業中心の「日本型」から
ユーザ企業中心の「米国型」への転換を図り、最大200万人規模のICT人材の創出と、最大60万人
規模の産業間人材移動を実現することが必要となる見通し。



● 2030年におけるAIの進展等による就業者の増減（推計）をみると、産業全体では約161万人
減少。製造業で約160万人減少する一方で、サービス業では約158万人の増加。
● 職種やスキルでみると、人間的な付加価値を求められる職種では就業者が190万人増加。

出典：平成29年労働経済白書

産業全体では約161万人減少、なお、2030年における労働力人口の
減少（225万人減）はこれを上回り、約64 万人の労働力不足が発生。

AIの進展等による就業者の増減 75



成人のスキルの活用 76

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



人的資本の活用 77

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



労働力や教育投資の拡大効果（試算） 78

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



平均寿命及び健康寿命の推移 79

○ 平均寿命と健康寿命（日常生活に制限のない期間）は共に年々ゆるやかに上昇。平均寿命と健
康寿命の差は、年々縮まってきている。
○ 100歳以上の高齢者数は平成29年９月１日現在、６万7824人。
（住民基本台帳による都道府県等からの報告数）

資料：2016年の平均寿命、健康寿命の数値のみ、ニッセイ基礎研究所より、他は平成27年版内閣府高齢社会白書をもとに総務省で作成



高齢者の就業意欲等 80

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



高齢者の就業と医療費・介護費との関係 81

出典：内閣府「2030年展望と改革タスクフォース報告書」（平成29年１月25日）参考資料集より



○高齢者のインターネット利用率は、65～69歳で７割、70～80歳で５割。
○高齢者のスマートフォン利用率は、約半数にまで増加。

高齢者とインターネット・スマートフォン 82

年齢階層別インターネット利用率 高齢者のスマートフォン利用率

出典：平成29年情報通信白書



高齢者層におけるスマートフォン保有率の各国比較 83

我が国の60代は、フィーチャーフォンの普及率が高く、スマートフォン普及率は35％と、50％台後
半から90％台の各国と比較して低い。

出典：平成28年 情報通信白書



高齢者層のインターネット利用の目的 84

インターネット利用の目的は各年代で概ね類似する傾向を示すが、60代はSNSの利用、無料通
話アプリやボイスチャットの利用、動画投稿・共有サイトの利用等が他の年代と比べて低い。

出典：平成29年版 情報通信白書



障害者の人数 85

出典：平成29年障害者白書

身体障害児・者（在宅） 知的障害児・者（在宅）

精神障害者（外来）



○ 身体障害、知的障害、精神障害の３区分で障害者数の概数を見ると、身体障害者392万2千人、
知的障害者74万1千人、精神障害者392万4千人となっている。

障害者の状況（全体）

「身体障害児・者」
在宅者：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成24年）等より厚生労働省社会・援護局障害福祉保健部で作成
「知的障害児・者」
在宅者：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成23年）等より厚生労働省社会・援護局障害福祉保健部で作成
「精神障害者」
外来患者：厚生労働省「患者調査」（平成26年）より厚生労働省社会・援護局障害福祉保健部で作成
入院患者：厚生労働省「患者調査」（平成26年）より厚生労働省社会・援護局障害福祉保健部で作成

出典：平成29年障害者白書

総数 在宅者数 施設入所者数
身体障害児・者 392.2万人 386.4万人 5.8万人

知的障害児・者 74.1万人 62.2万人 11.9万人

総数 外来患者数 入院患者数
精神障害者 392.4万人 361.1万人 31.3万人
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スライド　1

				総数 ソウスウ		在宅者数 ザイタクシャ スウ		施設入所者数 シセツ ニュウショ シャ スウ

		身体障害児・者 シンタイ ショウガイ ジ シャ		392.2万人 マンニン		386.4万人 マンニン		5.8万人 マンニン

		知的障害児・者 チテキ ショウガイ ジ シャ		74.1万人 マンニン		62.2万人 マンニン		11.9万人 マンニン

				総数 ソウスウ		外来患者数 ガイライ カンジャスウ		入院患者数 ニュウイン カンジャスウ

		精神障害者 セイシン ショウガイ シャ		392.4万人 マンニン		361.1万人 マンニン		31.3万人 マンニン





スライド　2

		身体障害者（在宅）						単位：千人 タンイ センニン												精神障害者（在宅） セイシン ショウガイ シャ ザイタク		平成20年 ヘイセイ ネン		平成23年 ヘイセイ ネン		平成26年 ヘイセイ ネン

				平成13年 ヘイセイ ネン		平成18年 ヘイセイ ネン		平成23年 ヘイセイ ネン												てんかん		21.2		20.9		24.5

		視覚障害		30.6		31.5		31.6		3.06		3.15		3.16						その他の精神及び行動の障害 タ セイシン オヨ コウドウ ショウガイ		15		16.2		32

		聴覚・言語障害		36.1		36		32.4		3.61		3.6		3.24						神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 シンケイ ショウ セイ ショウガイ カンレン ショウガイ オヨ シンタイ ヒョウゲン セイ ショウガイ		58.4		56.5		71.8

		肢体不自由		179.7		181		170.9		17.97		18.1		17.09						気分［感情］障害（躁うつ病を含む） キブン カンジョウ ショウガイ ソウ ビョウ フク		101.2		92.9		108.7

		内部障害		86.3		109.1		93		8.63		10.91		9.3						統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 トウゴウ シッチョウ ショウ トウゴウ シッチョウ ショウ ガタ ショウガイ オヨ モウソウ セイ ショウガイ		60.8		53.9		60.7

		その他 タ						58.5		0		0		5.85						精神作用物質使用による精神及び行動の障害 セイシン サヨウ ブッシツ シヨウ セイシン オヨ コウドウ ショウガイ		5.2		6.5		7.3

		合計 ゴウケイ		332.7		357.6		386.4				35.76		38.64						認知症（アルツハイマー病） ニンチ ショウ ビョウ		20.7		32.5		48.7

																				認知症（血管性など） ニンチ ショウ ケッカン セイ		9.9		10.7		11.4

								単位：％ タンイ												合計 ゴウケイ		292.4		290.1		365.1

				平成13年 ヘイセイ ネン		平成18年 ヘイセイ ネン		平成23年 ヘイセイ ネン

		内部障害		9.1974752029		8.8087248322		8.1780538302

		肢体不自由		10.8506161707		10.067114094		8.3850931677

		聴覚・言語障害		54.0126239856		50.615212528		44.2287784679

		視覚障害		25.9392846408		30.5089485459		24.0683229814

		その他 タ						15.1397515528

		合計 ゴウケイ		100		100		100



視覚障害	

平成13年	平成18年	平成23年	30.6	31.5	31.6	聴覚・言語障害	

平成13年	平成18年	平成23年	36.1	36	32.4	肢体不自由	

平成13年	平成18年	平成23年	179.7	181	170.9	内部障害	

平成13年	平成18年	平成23年	86.3	109.1	93	その他	

平成13年	平成18年	平成23年	58.5	合計	

平成13年	平成18年	平成23年	332.7	357.6	386.4	





てんかん	

平成20年	平成23年	平成26年	21.2	20.9	24.5	その他の精神及び行動の障害	

平成20年	平成23年	平成26年	15	16.2	32	神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害	

平成20年	平成23年	平成26年	58.4	56.5	71.8	気分［感情］障害（躁うつ病を含む）	

平成20年	平成23年	平成26年	101.2	92.9	108.7	統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害	

平成20年	平成23年	平成26年	60.8	53.9	60.7	精神作用物質使用による精神及び行動の障害	

平成20年	平成23年	平成26年	5.2	6.5	7.3	認知症（アルツハイマー病）	

平成20年	平成23年	平成26年	20.7	32.5	48.7	認知症（血管性など）	

平成20年	平成23年	平成26年	9.9	10.7	11.4	合計	

平成20年	平成23年	平成26年	292.39999999999998	290.09999999999997	365.09999999999997	
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てんかん	その他の精神及び行動の障害	神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害	気分［感情］障害（躁うつ病を含む）	統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害	精神作用物質使用による精神及び行動の障害	認知症（アルツハイマー病）	認知症（血管性など）	24.5	32	71.8	108.7	60.7	7.3	48.7	11.4	



視覚障害	聴覚・言語障害	肢体不自由	内部障害	その他	31.6	32.4	170.9	93	58.5	



スライド　4（1）

		身体障害児・者（在宅）						単位：千人 タンイ センニン

				平成13年 ヘイセイ ネン		平成18年 ヘイセイ ネン		平成23年 ヘイセイ ネン

		1級 キュウ		881		1217		1052

		2級 キュウ		635		519		585

		3級 キュウ		614		596		649

		4級 キュウ		668		721		663

		5級 キュウ		262		227		179

		6級 キュウ		221		177		151

		7級 キュウ		48		120		585

		合計 ゴウケイ		3329		3577		3864

																		知的障害児・者（在宅） チテキ ショウガイ ジ シャ ザイタク

																				総数 ソウスウ		重度 ジュウド		その他 タ		不詳 フショウ								総数 ソウスウ		重度 ジュウド		その他 タ		不詳 フショウ

																		総数 ソウスウ		621,700		241,700		303,200		76,800						総数 ソウスウ		621.7		241.7		303.2		76.8

																		知的障害児（18歳未満） チテキ ショウガイ ジ サイ ミマン		151,900		54,000		90,000		7,900						知的障害児
（18歳未満） チテキ ショウガイ ジ サイ ミマン		151.9		54.0		90.0		7.9

																		知的障害者（18歳以上） チテキ ショウガイ シャ サイ イジョウ		465,900		184,800		212,200		68,900						知的障害者
（18歳以上） チテキ ショウガイ シャ サイ イジョウ		465.9		184.8		212.2		68.9

																		不詳 フショウ		3,900		2,900		1,000		-						不詳 フショウ		3.9		2.9		1.0		-



1級	

平成13年	平成18年	平成23年	881	1217	1052	2級	

平成13年	平成18年	平成23年	635	519	585	3級	

平成13年	平成18年	平成23年	614	596	649	4級	

平成13年	平成18年	平成23年	668	721	663	5級	

平成13年	平成18年	平成23年	262	227	179	6級	

平成13年	平成18年	平成23年	221	177	151	7級	

平成13年	平成18年	平成23年	48	120	585	合計	

平成13年	平成18年	平成23年	3329	3577	3864	







スライド　4（2）

		精神障害者（在宅） セイシン ショウガイ シャ ザイタク

				総		数		男		性		女		性		不		詳		1		級		2		級		3		級		不		詳

		総  数		567,600		(100.0%)		301,300		(100.0%)		261,900		(100.0%)		4,400		(100.0%)		114,500		(100.0%)		303,700		(100.0%)		129,300		(100.0%)		20,100		(100.0%)

		0～9歳		3,400		(0.6%)		2,900		(1.0%)		500		(0.2%)		-		(-)		1,500		(1.3%)		1,500		(0.5%)		-		(-)		500		(2.5%)

		10～17		6,900		(1.2%)		4,900		(1.6%)		2,000		(0.8%)		-		(-)		3,400		(3.0%)		2,000		(0.7%)		1,000		(0.8%)		500		(2.5%)

		18～19		1,000		(0.2%)		1,000		(0.3%)		-		(-)		-		(-)		-		(-)		-		(-)		1,000		(0.8%)		-		(-)

		20～29		33,400		(5.9%)		16,200		(5.4%)		17,200		(6.6%)		-		(-)		3,400		(3.0%)		23,100		(7.6%)		5,900		(4.6%)		1,000		(5.0%)

		30～39		97,800		(17.2%)		54,600		(18.1%)		42,800		(16.3%)		500		(11.4%)		14,300		(12.5%)		64,900		(21.4%)		15,700		(12.1%)		2,900		(14.4%)

		40～49		118,900		(20.9%)		64,900		(21.5%)		54,100		(20.7%)		-		(-)		16,700		(14.6%)		70,300		(23.1%)		29,000		(22.4%)		2,900		(14.4%)

		50～59		96,300		(17.0%)		51,100		(17.0%)		44,700		(17.1%)		500		(11.4%)		13,300		(11.6%)		56,000		(18.4%)		23,100		(17.9%)		3,900		(19.4%)

		60～64		60,900		(10.7%)		34,400		(11.4%)		26,500		(10.1%)		-		(-)		15,700		(13.7%)		26,000		(8.6%)		15,700		(12.1%)		3,400		(16.9%)

		65～69		35,400		(6.2%)		14,700		(4.9%)		20,600		(7.9%)		-		(-)		10,300		(9.0%)		17,200		(5.7%)		7,400		(5.7%)		500		(2.5%)

		70歳以上		108,600		(19.1%)		55,500		(18.4%)		52,600		(20.1%)		500		(11.4%)		34,900		(30.5%)		40,300		(13.3%)		29,000		(22.4%)		4,400		(21.9%)

		年齢不詳		4,900		(0.9%)		1,000		(0.3%)		1,000		(0.4%)		2,900		(65.9%)		1,000		(0.9%)		2,500		(0.8%)		1,500		(1.2%)		-		(-)

		1級 キュウ		2級 キュウ		3級 キュウ		その他 タ

		115		304		129		20

		114.5		303.7		129.3		20.1





1級	2級	3級	その他	114.5	303.7	129.30000000000001	20.100000000000001	







スライド　5

		身体障害児・者（在宅） シンタイ ショウガイジ モノ ザイタク

				単位：人 タンイ ニン

		肢体不自由と内部障害 シタイ フジユウ ナイブ ショウガイ		91,000

		聴覚・言語障害と肢体不自由 チョウカク ゲンゴ ショウガイ シタイ フジユウ		81,000														視覚障害 シカク ショウガイ		58

		視覚障害と肢体不自由 シカク ショウガイ シタイ フジユウ		32,000														聴覚または平衡機能の障害 チョウカク ヘイコウ キノウ ショウガイ		38

		視覚障害と内部障害 シカク ショウガイ ナイブ ショウガイ		15,000														音声機能、言語機能または、そしゃく機能の障害 オンセイ キノウ ゲンゴ キノウ キノウ ショウガイ		63

		視覚障害と聴覚・言語障害 シカク ショウガイ チョウカク ゲンゴ ショウガイ		22,000														肢体不自由 シタイ フジユウ		243

		３種類以上の重複障害 シュルイ イジョウ ジュウフク ショウガイ		54,000														内部障害 ナイブ ショウガイ		47

		聴覚・言語障害と内部障害 チョウカク ゲンゴ ショウガイ ナイブ ショウガイ		15,000

		合計 ゴウケイ		310,000

																				単位：％ タンイ

				単位：％ タンイ														視覚障害 シカク ショウガイ		16.3

		肢体不自由と内部障害 シタイ フジユウ ナイブ ショウガイ		29.4														聴覚または平衡機能の障害 チョウカク ヘイコウ キノウ ショウガイ		10.7

		聴覚・言語障害と肢体不自由 チョウカク ゲンゴ ショウガイ シタイ フジユウ		26.1														音声機能、言語機能または、そしゃく機能の障害 オンセイ キノウ ゲンゴ キノウ キノウ ショウガイ		17.7

		視覚障害と肢体不自由 シカク ショウガイ シタイ フジユウ		10.3														肢体不自由 シタイ フジユウ		68.5

		視覚障害と内部障害 シカク ショウガイ ナイブ ショウガイ		4.8														内部障害 ナイブ ショウガイ		13.2

		視覚障害と聴覚・言語障害 シカク ショウガイ チョウカク ゲンゴ ショウガイ		7.1

		３種類以上の重複障害 シュルイ イジョウ ジュウフク ショウガイ		17.4

		聴覚・言語障害と内部障害 チョウカク ゲンゴ ショウガイ ナイブ ショウガイ		4.8

		合計 ゴウケイ		100





肢体不自由と内部障害	聴覚・言語障害と肢体不自由	視覚障害と肢体不自由	視覚障害と内部障害	視覚障害と聴覚・言語障害	３種類以上の重複障害	聴覚・言語障害と内部障害	29.354838709677416	26.129032258064516	10.32258064516129	4.838709677419355	7.096774193548387	17.419354838709676	4.838709677419355	





視覚障害	聴覚または平衡機能の障害	音声機能、言語機能または、そしゃく機能の障害	肢体不自由	内部障害	16.3	10.7	17.7	68.5	13.2	





image1.png





気分［感情］障害
（躁うつ病を含む）

30%

神経症性障害、ストレス関連障害
及び身体表現性障害

20%

統合失調症、統合失調症型障害及
び妄想性障害

16%

認知症（アルツハイマー病）
13%

その他の精神及び行動の障害
9%

てんかん 7%

認知症（血管性など） 3%

精神作用物質使用による精神及び行動の障害
2%

障害種別の割合

出典：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省生障害保険福祉部で作成
資料を基に総務省において作成

出典：厚生労働省 「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23年）を
基に総務省において作成

肢体不自由
44%

内部障害
24%

聴覚・言語障害
9%

視覚障害
8%

その他
15%

身体障害者（在宅） 精神障害者（外来）
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障害者雇用の状況 88

出典：厚生労働省「障害者雇用関係資料」より



○ 65歳未満の障害者では、日中の過ごし方として「家庭内で過ごしている」の割合が40.1%と最も
高い。

○ その内、今までと違う日中の過ごし方をしたい者の今後の日中の過ごし方の希望についてみると、
「正社員として働きたい」の割合が32.5％と最も高く、正社員以外・自営業を合わせると70.5%が
就労希望を持っている。

障害者の日中の過ごし方とその希望（就労意欲）

出典：平成23年生活のしづらさなどに関する調査（厚生労働省）
を基に総務省において作成

日中の過ごし方の状況（複数回答） （今までと違う日中の過ごし方をしたい者）
日中の過ごし方の状況（複数回答）
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障害者とインターネット

出典： 総務省情報通信政策研究所「障がいのある方のインターネット等の利用に関する調査研究」平成24年6月

○ 障害者全体のインターネット利用率は、53％となっている。
○ 年齢別のインターネット利用率では、10代・20代の「利用している」との回答が78.8%、77.6％
と高くなった。

年齢別
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